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○ ○ ○ 1
【個人事業者のみ対象】
個人住民税（市（町村）・県民税）の納税証
明書＜写し可＞

【申請事業所の所在地に関わらず、事業主の住民登録上の所在地
が埼玉県内にある者が対象】
・申請日前３か月以内に埼玉県内の市町村から交付された『現在に
おいて滞納額がないことの証明』を提出してください。

・滞納の税額がない旨の納税証明書を発行しない市町村の場合、直
近の個人住民税の納税証明書又は非課税証明書を提出してくださ
い。

・県内に事業所を開設してから決算を経ていない場合は、開業届等
を提出してください。

※　新型コロナウイルス感染症等の影響による納税の猶予制度を
   うけていて、納税証明書が発行されない場合は、埼玉県入札審
　査課までご連絡ください。
※　当該納税証明書の問合せ先：各市町村税担当課
※　県内に住民登録上の所在地がなく納税証明書を提出できない
　者は提出不要。ただし、事業主の住民登録上の所在地が埼玉県
　内にない場合であっても、埼玉県内の市町村から住民税を賦課さ
　れている場合は納税証明書を提出してください。

１　埼玉県
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○ － － 2
埼玉県･建設工事申請者（県内本店）用提
出書類確認リスト（様式Ｄ－２）

次の３以降の書類を提出する場合は、様式Ｄ－２を表紙
として提出してください。

○ － － 3

「土砂等を運搬する大型自動車による交通
事故の防止等に関する特別措置法」第１２
条に規定する団体等に加入していることを
証明する書類（原本）

【対象者】
　申請日現在、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防
止等に関する特別措置法」第１２条に規定する団体等に加入してい
る事業者

※　協会が発行した証明書の原本を提出してください。
※　原本をPDF化又は画像データ化し、事業者申請ポータルに添付
　してください。（郵送で提出する場合は、原本を提出してください。）

○ － － 4
不当要求防止責任者の受講状況
（様式Ｄ－２－１）

【対象者】
　申請日現在、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法
律」に基づく不当要求防止責任者の選任届を提出し、責任者講習を
受講した者がいる事業者

【添付書類】
・　埼玉県公安委員会発行の責任者講習受講修了書を縮小
　コピーして貼付してください。
・　責任者講習受講修了書は講習年月日が令和３年度以降のもの
が対象です。

【不当要求防止責任者の選任手続き等について】
埼玉県警察のホームページ
https://www.police.pref.saitama.lg.jp/
（公財）埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センターのホームページ
https://www.boutsui-saitama.or.jp/
を確認してください。

○ － － 5

埼玉県と締結している防災協定書の写し
　又は
防災協定締結証明書
（様式Ｄ－２－２）（原本）

【埼玉県と防災協定を締結している場合】
　防災協定書の写しを提出してください。

【埼玉県と直接防災協定の締結はしていないが、加入している社団
法人等の団体が埼玉県と締結している場合】
　防災協定締結証明書（様式Ｄ－２－２）（発行日が申請日前３か月
以内のもの）を提出してください。

※　原本をPDF化又は画像データ化し、事業者申請ポータルに添付
　してください。（郵送で提出する場合は、原本を提出してください。）
※　国や市町村と締結している防災協定は対象外です。

※ 以下の書類（２以降）は、①建設工事を今回初めて埼玉県に申請し、かつ②建設業許可上の主たる営業所の所
在地が埼玉県内にある方が、県評価点の加点を希望する場合に必要な書類です。
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○ － － 6
埼玉県からの要請等に基づく災害防止活動
の実績報告
（様式Ｄ－２－３）

【対象者】
　令和４年１０月１日～令和６年９月３０日の間に県機関の発注によ
り、緊急時における災害の復旧や防止活動に従事した事業者
※　工期の一部が対象期間内の場合も含みます。
※　発注機関が警察本部及びその出先機関、国土交通省の
　場合は対象外です。

【添付書類】
・　契約書、発注書又は依頼書等の写し
　（実施場所、活動内容、時期、発注課所が確認できるもの）
・　総合評価方式の災害防止活動認定書の写しでも可
※　契約１件に対して実績は１回とします。
※　単価契約書の場合は、実際の活動がわかる書類が
　別途必要です。（除雪の補償費は対象外）

【災害の復旧や防止活動の例】
・　除雪、落石、土砂崩れ、倒木への対応
・　道路陥没における緊急対応
・　道路照明灯などの灯具落下､ポール傾き（転倒）への対応　等
※　活動例は､埼玉県ホームページ（建設管理課）の「埼玉県総
　合評価方式活用ガイドライン」中の「補則　災害防止活動等一
　覧」を参考にしてください｡

○ － － 7
国又は埼玉県内の市町村からの要請等に
基づく災害防止活動の実績報告
（様式Ｄ－２－４）

【対象者】
　令和４年１０月１日～令和６年９月３０日の間に国又は埼玉県内の
自治体の発注により、緊急時における災害の復旧や防止活動に従
事した事業者
※　工期の一部が対象期間内の場合も含みます。
※　活動場所が埼玉県内の場合のみ対象となります。

【添付書類】
・　契約書、発注書又は依頼書等の写し
　（実施場所、時期、発注課所が確認できるもの）
※　契約１件に対して実績は１回とします。
※　単価契約書の場合は、実際の活動がわかる書類が
　別途必要です。（除雪の補償費は対象外）

【災害の復旧や防止活動の例】
・　除雪、落石、土砂崩れ、倒木への対応
・　台風時の緊急対応

※　活動例は､埼玉県ホームページ（建設管理課）の「埼玉県総
　合評価方式活用ガイドライン」中の「補則　災害防止活動等一
　覧」を参考にしてください｡

書　類　名
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下記（1）～（6）のうち3項目まで申請可
能

（1）
厚生労働省（埼玉労働局）の受理印のある
「次世代育成支援対策推進法」に基づく「一
般事業主行動計画」の写し
　　又は
認定書の写し

（1）
【対象者】
　申請日現在､従業員１００人以下の事業者で「次世代育成支援対策
推進法」に基づく「一般事業主行動計画」を策定し、都道府県労働局
長に届出している事業者（行動計画の計画期間に申請日が含まれ
るもの）
　　又は
　同法第１３条に基づく厚生労働大臣の認定を受けている事業者

※　電子申請の場合は、電子申請したことが分かる画面をPDF化
　又は画像データ化したものを合わせて添付してください。

　又は

（2）
「次世代育成支援対策推進法」第１３条の規
定に基づく認定書の写し

（2）
【対象者】
　申請日現在､従業員１０１人以上の事業者で「次世代育成支援対策
推進法」第１３条に基づく厚生労働大臣の認定を受けている事業者

　又は

（3）
厚生労働省（埼玉労働局）の受理印のある
「女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律」に基づく「一般事業主行動計画」
の写し
　　又は
認定書の写し

（3）
【対象者】
　申請日現在､従業員１００人以下の事業者で「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法律」に基づく「一般事業主行動計画」を策
定し、都道府県労働局長に届出している事業者（行動計画の計画期
間に申請日が含まれるもの）
　　又は
　同法第９条に基づく厚生労働大臣の認定を受けている事業者

※　電子申請の場合は、電子申請したことが分かる画面をPDF化
　又は画像データ化したものを合わせて添付してください。

　又は

（4）
「女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律」第９条の規定に基づく認定書の
写し

（4）
【対象者】
　申請日現在､従業員１０１人以上の事業者で「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法律」第９条に基づく厚生労働大臣の認定
を受けている事業者

　又は

（5）
育児休業制度導入の状況
（様式Ｄ－２－５）

（5）
【対象者】
　申請日現在、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律」の規定を上回る育児制度を就業規則等
で規定し、労働基準監督署に届け出ている事業者

【添付書類】
　労働基準監督署の受理印のある就業規則等の写し
　　又は
　受理印のある育児・介護休業規程等の写し
（育児・介護休業規程を定めている場合）

　又は

（6）
多様な働き方実践企業認定証の写し

（6）
【対象者】
　申請日現在、埼玉県の「多様な働き方実践企業認定制度」により、
認定を受けている事業者

※　詳細は、埼玉県ホームページ（多様な働き方推進課の働き
　方改革ポータルサイト）を確認してください。
https://www.pref.saitama.lg.jp/workstyle/diversity/index.html
※　グループ会社の場合は、関係が確認できる書類の提出が必要
　です。

書　類　名

○ － － 8
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○ － － 9
女性技術職員雇用の状況
（様式Ｄ－２－６）

【対象者】
　申請日現在、女性技術職員を常勤雇用している事業者

※　役員、個人事業者における事業専従者は対象外
※　県外の事業所で雇用されている場合は対象外
※　当該女性技術職員が社会保険（国保組合含む）に加入して
　いること

【添付書類】
（１）　直近の被保険者標準報酬決定通知書等の写し（必須）
（２）　国保組合に加入している事業者の場合は（１）の代わりと
　　して､適用除外承認証の写し
（３）　個人事業者の場合は、直近の所得税確定申告に係る
　　青色申告決算書又は収支内訳書

※　技術者資格等の証明書類は不要です。

○ － － 10
インターンシップ等の受入れに関する証明
書（様式Ｄ－２－７）（原本）

【対象者】
　令和４年１０月１日～令和６年９月３０日の間に大学生や高校生等
を対象としたインターンシップを３日以上受入れ、学校が証明する証
明書により実績が確認できる事業者

※　中学生は対象外
※　申請日前３か月以内に証明された原本を提出してください。
※　原本をPDF化又は画像データ化し、事業者申請ポータルに
　添付してください。（郵送で提出する場合は、原本を提出して
　ください。）

○ － － 11
若年技術職新規雇用の状況
（様式Ｄ－２－８）

【対象者】
　令和４年１０月１日～令和６年９月３０日の間に新規に若年者（３４
歳以下の技術職）を常勤雇用し、その者を申請日現在も雇用してい
る事業者

※　役員、個人事業者における事業専従者は対象外
※　県外の事業所で雇用されている場合は対象外
※　当該若年技術職者が社会保険（国保組合含む）に加入して
　いること
※　派遣労働者、技能実習生等有期雇用者は対象外
※　評価対象は２名まで

【添付書類】
（１）　採用通知書等の写し（雇用日が確認できるもの）（必須）
（２）　直近の被保険者標準報酬決定通知書等の写し（必須）
（３）  国保組合に加入している事業者の場合は（２）の代わりとして､
　　適用除外承認証の写し
（４）　個人事業者の場合は、直近の所得税確定申告に係る
　　青色申告決算書または収支内訳書

※　技術者資格等の証明書類は不要です。

書　類　名
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○ － － 12
就労環境改善の取組状況
（様式Ｄ－２－９）

【対象者】
　資格審査申請日現在において次のいずれかの条件を満たす者。
　ア　就業規則等で技術系職員の休日を４週８休又は年間１１０
　　日以上と規定し、労働基準監督署に届け出た事業者

　イ　令和４年１０月１日から令和６年９月３０日までの間に国（公
　　共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令
　　（平成 13 年政令第 34 号）第１条又は同施行令附則第 2条に
　　規定する法人を含む）、地方公共団体（地方自治法施行令第 
    140 条の７に定める監査の対象となる埼玉県が出資する法人
　　を含む）又は日本下水道事業団との請負契約によるＩＣＴ活用
　　工事による工事を完成させた者

　ウ　令和４年１０月１日から令和６年９月３０日までの間に国（公
　　共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令
　　（平成 13 年政令第 34 号）第１条又は同施行令附則第 2 条
　　に規定する法人を含む）、地方公共団体（地方自治法施行令
　　第140 条の７に定める監査の対象となる埼玉県が出資する法
　　人を含む）又は日本下水道事業団との請負契約による工事
　　情報共有システム（ＡＳＰ方式）活用工事による工事を完成さ
　　せた者

【添付書類】
・様式Ｄ－２－９に掲げる選択肢に対応する書類

○ － － 13
地域貢献の実施状況
（様式Ｄ－２－１０）

【対象者】
　令和４年１０月１日～令和６年９月３０日の間に県機関等の施設管
理に関するボランティア活動を実施した事業者
※　原則として企業単体で実施したもの。

【対象となるボランティア活動】
　県が管理する施設、県が調整・選定した施設での道路清掃、河川
清掃、公共施設への植栽等

【添付書類】　
・　県機関等との協定書、感謝状等
・　活動時の写真
・　実績が証明できる書類（活動報告書、活動実績証明書等）
・　総合評価方式の施設管理への協力活動実績証明書の写しで
　も可
※　彩の国ロードサポート制度及び川の国応援団の場合は、
　認定書・協定書及び県への活動報告書は必須
※　提出する活動報告書には必ず県機関への提出日を記載して
　ください。（提出日は手書き可。）
※　活動報告書に発注課からの受理印が付いていない場合は、活
　動時の写真を添付してください。

○ － － 14
消防団協力事業所に関する証明書
（様式Ｄ－２－１１）（原本）

【対象者】
　消防団協力事業所に認定され、令和４年１０月１日～令和６年９月
３０日の間に従業員が消防団員としての活動実績を確認できる事業
者
※　役員、個人事業主における事業専従者は対象外

【添付書類】
　事業者と消防団員の雇用関係を確認できる書類
※　原本をPDF化又は画像データ化し、事業者申請ポータルに
　添付してください。（郵送で提出する場合は、原本を提出して
　ください。）

○ － － 15
協力雇用主の登録に関する証明書
（原本）

【対象者】
　申請日現在、法務省さいたま保護観察所に協力雇用主として登録
している事業者

※　さいたま保護観察所以外の登録は対象外
※　証明書は発行日が申請日前３か月以内のもの
　（知事あてのもの）
※　原本をPDF化又は画像データ化し、事業者申請ポータルに
　添付してください。（郵送で提出する場合は、原本を提出して
　ください。）

書　類　名



摘　　要

（１）
埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度

【対象者】
　申請日現在、「埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度」により、登録さ
れている事業者

※　詳細は、埼玉県ホームページ（計画調整課）を確認してくださ
　　い。
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0102/sdgs/sdgs_partner.html
※　申請する場合、様式C-1の埼玉県の個別シートの予備欄６に
　 「パートナー」と入力し、様式Ｄ－２の該当の欄にチェック☑を入
　 れて、提出してください。　
※　所属している協会が登録されていても、事業者名義での登録
　 がない場合は加点対象外です。

　又は

（２）
埼玉県環境ＳＤＧｓ取組宣言企業制度

【対象者】
　申請日現在、「埼玉県環境SDGs取組宣言企業制度」による宣言を
行い、県ホームページに掲載されている事業者

※　詳細は、埼玉県ホームページ（環境政策課）を確認してください。
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0501/sdgs/index.html#content04
※　申請する場合、様式C-1の埼玉県の個別シートの予備欄６に
　 「環境」と入力し、様式Ｄ－２の該当の欄にチェック☑を入れて、
　 提出してください。
※　所属している協会が登録されていても、事業者名義での登録
　 がない場合は加点対象外です。

（１）
埼玉県エコアップ認証制度

【対象者】
　申請日現在、「埼玉県エコアップ認証制度」により、認証を受けてい
る事業者

※　詳細は、埼玉県ホームページ（温暖化対策課）を確認してくださ
い。
　https://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/eco-up.html
※　申請する場合、様式C-1の埼玉県の個別シートの予備欄７に
　 「エコアップ」と入力し、様式Ｄ－２の該当の欄にチェック☑を入
　 れて、提出してください。

　又は

（２）
エコアクション２１

【対象者】
　申請日現在､一般財団法人持続性推進機構によりエコアクション２
１を認証されている事業者

※　申請する場合、様式C-1の埼玉県の個別シートの予備欄７に
　「エコアクション」と入力し、様式Ｄ－２の該当の欄にチェック☑を
　入れて、提出してください。

18 ＣＣＵＳ（建設キャリアアップシステム）

【対象者】
　申請日現在、ＣＣＵＳ（建設キャリアアップシステム）の事業者登録
を完了した事業者

※　詳細は、ＣＣＵＳ（建設キャリアアップシステム）のホームペー
　ジを確認してください。　
　https://www.ccus.jp/
※　申請する場合、様式C-1の埼玉県の個別シートの予備欄８に
　 「キャリアアップ」と入力し、様式Ｄ－２の該当の欄にチェック☑を
　 入れて、提出してください。

19 パートナーシップ構築宣言

【対象者】
　申請日現在、パートナーシップ構築宣言の登録を完了した事業者

※　詳細は、パートナーシップ構築宣言のホームページを確認
　してください。　
　https://www.biz-partnership.jp/
※　申請する場合、様式C-1の埼玉県の個別シートの予備欄９に
   「パートナーシップ」と入力し、様式Ｄ－２の該当の欄にチェック☑
   を入れて、提出してください。

埼玉県提出書類に関しての問合せ先

埼玉県 総務部 入札審査課

ＴＥＬ　０４８－８３０－５７７１　
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※　環境への配慮に関する評価点は、ISO14001、埼玉県エコアップ又はエコアクション21のいずれかの
　認証を取得した場合に加点されます。
※　ISO14001（共通書類）を提出している場合は対象外です。

●添付書類提出不要の県評価点について

以下の県評価点項目については、添付書類の提出は不要ですので、対象要件に該当し評価を希望する場合は、様式Ｄ－２にチェック
☑を入れて提出してください。

評　価　項　目
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